
◎水循環基本法の一部を改正する法律 
（令和三年六月一六日法律第七三号）（衆）   

一、 提案理由（令和三年六月三日・衆議院本会議） 

○あかま二郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨を御説明

申し上げます。 

 本案は、地下水の適正な保全及び利用を図るため、所要の措置を講じようとするもの

で、その主な内容は、 

 第一に、国の責務に関する規定において、国が総合的に策定し、及び実施する責務を

有する水循環に関する施策として地下水の適正な保全及び利用に関する施策を含むこと

を明記すること、 

 第二に、水循環に関する基本的施策として、地下水の適正な保全及び利用の規定を追

加し、その内容として、国及び地方公共団体は、地下水の適正な保全及び利用を図るた

め、地域の実情に応じ、地下水に関する観測又は調査による情報の収集並びに当該情報

の整理、分析、公表及び保存、地下水の適正な保全及び利用に関する協議を行う組織の

設置、地下水の採取の制限等の必要な措置を講ずるよう努めること 

などであります。 

 本案は、昨二日の国土交通委員会において、全会一致をもって委員会提出法律案とし

て提出することに決したものであります。 

 なお、地下水の適正な保全及び利用に関する件を本委員会の決議として議決したこと

を申し添えます。 

 何とぞ速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。 

○決議（令和三年六月二日） 

 政府は、水循環基本法の一部を改正する法律の施行に当たり、次の諸点について適切

な措置を講じ、その運用に万全を期すべきである。 

一 政府においては、地方公共団体が地下水の適正な保全及び利用を図るため、地域の

実情に応じ、法令に違反しない限りにおいて条例で定めるところにより、地下水の採

取の制限その他の必要な制限をすることができることについて、地方公共団体に対し

て、周知を行うこと。また、その条例制定等に関し、必要な助言等の支援を行うとと

もに、制定動向を把握し公表に努めること。 

二 地下水マネジメントを推進するため、地方公共団体等により観測されている観測デ

ータを集約し相互利用する地下水データベースの構築を推進するとともに、地方公共

団体による地下水の適正な保全及び利用に関する協議会の運営や、地方公共団体等が

行う地下水に関する観測等に必要な支援を講ずること。 

三 法改正を踏まえ、水循環基本計画の改定等の必要性について検討を行うこと。 

 右決議する。 

二、 参議院国土交通委員長報告（令和三年六月九日） 



○江崎孝君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、地下水の適正な保全及び利用を図るため、水循環に関する施策に地下水

の適正な保全及び利用に関する施策が含まれていることを明記するとともに、水循環に

関する基本的施策として地下水の適正な保全及び利用を図るために必要な措置を追加し

ようとするものであります。 

 委員会におきましては、提出者衆議院国土交通委員長より趣旨説明を聴取した後、地

下水の水質に影響を及ぼす土地利用への対応、地下水協議会の在り方等について質疑が

行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年六月八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全

を期すべきである。 

一 政府においては、地方公共団体が地下水の適正な保全及び利用を図るため、地域の

実情に応じ、法令に違反しない限りにおいて条例で定めるところにより、地下水の採

取の制限その他の必要な制限をすることができることについて、地方公共団体に対し

て、周知を行うこと。また、その条例制定等に関し、必要な助言等の支援を行うとと

もに、制定動向を把握し公表に努めること。 

二 地下水マネジメントを推進するため、地方公共団体等により観測されている観測デ

ータを集約し相互利用する地下水データベースの構築を推進するとともに、地方公共

団体による地下水の適正な保全及び利用に関する協議会の運営や、地方公共団体等が

行う地下水に関する観測等に必要な支援を講ずること。 

  また、飲み水などの生活用水や農業用水としても利用される地下水の水質に影響を

及ぼす可能性のある土地の利用に当たっても、地域住民の意見を踏まえた対応が図ら

れるよう必要な措置を講ずること。 

三 法改正を踏まえ、水循環基本計画の改定等の必要性について検討を行うこと。 

  右決議する。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


